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はじめに 

現在、アンダーパス工法等による線路下横断工事において、施工期間中の軌道沈下の抑制を目的として

簡易工事桁を設置している。しかし、簡易工事桁を設置した場合、簡易工事桁とレールベースの隙間が狭く

タイタンパーでの軌道整備が困難なことから保守周期が短くなることと、設置の際に道床作業が必要であるこ

とから設置及び取外しにかなりの労力を要することが課題となっている。そこで、今回設置状態での軌道整

備を可能とし、かつ道床作業を必要としない H鋼型簡易工事桁構造を開発したので、以下に報告する。 

１．設計条件 

H 鋼型簡易工事桁の開発に際しては、以下の設計条件を設けた。なお、簡易工事桁部材には比較的廉

価で汎用性があり、強度ならびに耐久性にも十分実績のある H鋼を用いることとした。 

(1) 陥没延長 L=1500㎜に対しての軌道沈下が抑制できる。 

(2) マルチプルタイタンパー等による軌道整備が可能である。 

(3) 設置及び撤去が容易に行え、道床作業を必要としない。 

(4) 除雪車のラッセル装置限界を支障しない。 

(5) 使用する鋼材は特殊な加工を必要とせず、安価に調達が可能である。 

２．H鋼型簡易工事桁の概要 

開発した H 鋼型簡易工事桁の設置状況を写真－１、構造図を図－１に示す。設置については、敷設され

ている PCまくらぎにあと施工でインサートを埋め込み、固定する方法とした。 

 

 

 

 

３．性能確認試験 

試作した H 鋼型簡易工事桁の性能を確認するため、PC まくらぎ 9 本、まくらぎ間隔 580 ㎜（44 本/25m）

の軌道を材料線に敷設後、H 鋼型簡易工事桁、現行簡易工事桁（改良Ⅰ）の 2 構造を 5m ずつと桁無しの

一般について試験を行い、陥没発生時のたわみ量及び各部材に作用する応力等の測定を実施した。現行

簡易工事桁（改良Ⅰ）の構造図を図－２に示す。また、性能確認試験状況を写真－２に示す。 

(1) 道床陥没再現 

道床陥没は、無陥没、片側陥没、両側陥没の 3 パターンを再現し、それぞれの構造に対して試験を行っ

た。陥没延長については、過去の工事で発生した陥没を想定し、まくらぎ 2本分（1500㎜）とした。 

(2) たわみ、輪重、応力等測定 

たわみ測定は、マルチプルタイタンパーを時速約 10kmで走行させ、簡易型非接触たわみ撮影装置により 

測定した。輪重については輪重測定ゲージにより測定を行い、最も重い第 3軸及び第 4軸についてデータ 

を抽出した。H 鋼型簡易工事桁については、ひずみゲージ及び軸力測定用ゲージにより応力測定を行った。

それぞれの測定位置を図－３及び図－４に示す。 
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写真－１ H 鋼型簡易工事桁設置状況 

図－１ H 鋼型簡易工事桁構造図 図－２ 現行簡易工事桁（改良Ⅰ） 写真－２ 性能確認試験状況 
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(3) 性能確認試験結果 

 試験構造別のたわみ量をグラフ－１、発生応力を表－１に示す。これより以下の知見を得た。 

 

 

  

 

 

 

○無陥没では H 鋼型及び現行簡易工事桁の対策工があることでレールのたわみを抑制していることが伺

える。一方両側陥没の一般（桁無し）ではたわみ量が小さくなっているが、これはマルチプルタイタンパーの

走行に伴い陥没箇所において軌きょうが沈下したことにより、たわみ量が小さくなっていると考えられる。 

○たわみ量は、無陥没と比較すると陥没状態となった場合に大きく発生する傾向があるが、いずれの構造

でも一般的な軌道の基準値を大きく下回る結果であった。変化量は H 鋼型では＋2.3 ㎜、現行簡易工事桁

では＋2.5㎜であり、大きな差がないことを確認した。 

 ○H鋼型の部材応力は、SS400材の降伏点である 245N/㎟及び SCR440材の 246kNを十分に下回ってお

り、部材強度として問題がないことを確認した。 

４．施工性・コストの比較 

 今回の試験線での設置による施工性及びコストの比較検証結果は表－２に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

(1) 施工性 

 ○設置に要する労力は、現行 0.17 人/m、H 鋼型 0.19 人/m と大きな差はないが、H 鋼型の労力は、ほと

んどがインサート取付けに掛かっているため、撤去は現行に比べ 1/3程度の労力で行うことが可能である。 

 ○H 鋼型は道床作業を必要としないため夏期でも施工が可能であり、マルチプルタイタンパー等による軌

道整備も可能である。（写真－３） 

(2) コスト 

 ○H鋼型は現行簡易工事桁より 1.14倍材料費が高くなっているが、H鋼型は 5m分、現行は 180m分で m

当たりの材料費を算出していることを考慮すると、材料費は同等になると思われる。 

５．まとめ 

 今回の試験施工により H 鋼型簡易工事桁は、現行簡易工事桁と同等の軌道沈下抑制効果があり、コスト

面でも差がないことが検証できた。また、施工性では現行簡易工事桁に比べかなり労力が低減されることが

検証できた。今後は営業線での実用化に向けて準備を進めていきたいと考えている。 

図－４ H 鋼型簡易工事桁応力測定位置 

グラフ－１ 試験構造別のたわみ量 

表－１ 試験構造別の発生応力 

図－３ たわみ、輪重測定位置 

表－２ 構造別の施工性・コスト比較表 

写真－３ MTT施工可能状況 
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